
事業番号 - - -

（ ）

100 100 - -

5 5 5 - -

目標値 紙 5 5 5

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

Ｘ／Ｙ
Ｘ：中長期的な展望の公表に必要な経費

Ｙ：公表回数 計算式 X/Y 2,201千円/2回 756千円/2回 1,036千円/2回 -

単位当たり
コスト 千円/回 1,101 378 518 -

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

主要全国紙５紙への記事
掲載

掲載記事数
（成果実績）÷（目標値）＝
（達成度）

成果実績 紙

- -

達成度 ％ 100

令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

政府の推進する中長期的
な経済財政政策の企画・立
案、検討への貢献

中長期的な展望の公表（経
済財政諮問会議への提出）
回数

活動実績 回 2

2

活動内容
（アクティビ

ティ）

政府の推進する中長期的な経済財政政策の企画・立案、検討に資するため、マクロ経済、国・地方の財政及び社会保障の相互連関を考慮した
内閣府のマクロ計量モデル「経済財政モデル」を用い、中長期的な経済財政の姿の展望を作成、半年ごとに公表する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

景気動向調査費 40

2 2 1 -

当初見込み 回 2 2 2 2

令和元年度 令和2年度

執行額 2 0.8 1

計 40

主な増減理由

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

50% 19% 1%

執行率（％） 50% 19% 3%

4 4 3

令和４年度
第２次補正予算

計 4 4 38 110

予備費等 - - - -

翌年度へ繰越し - - ▲ 67 -

- - 101 40補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・政府の推進する中長期的な経済財政政策の企画・立案、検討に資するため、マクロ経済、国・地方の財政及び社会保障の相互連関を考慮した内閣府のマクロ
計量モデル「経済財政モデル」を用い、中長期的な経済財政の姿の展望を作成、半年ごとに公表している。
・「成長と分配の好循環」に必要な施策について、シミュレーション分析や将来推計を定量的に行うため、分配面について、ミクロ面の変化による経済的影響の計
測に必要な構造的なデータを収集・充実し、現行モデルのサテライトモデルの構築しているところ。さらに、当該サテライトモデルの実装化に向けて、分配面のミ
クロデータの拡充・整備、制度変更の反映等を行っていく。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

40

前年度から繰越し - - - 67
予算
の状
況

当初予算 4

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

・内閣府の他の経済財政部局等と密接に連携し、経済再生や財政健全化等の経済財政政策の議論、検討に寄与することを目的としている。

計量分析室 前田　佐恵子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
内閣府設置法第４条第３項第１号

関係する
計画、通知等

-

事業開始年度 平成12年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

2022 府 21 0172

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 内閣府
事業名 計量分析一般関連業務 担当部局庁 政策統括官（経済財政分析担当） 作成責任者



無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

-

経済財政政策の議論、検討のベースとなる中長期的な展望
を政府自らが国民や市場に示すことで、経済財政運営の透
明性を高めるとともに政策への理解や信認を得ることに貢献
しており、展望の作成自体は自治体や民間への委託にはなじ
まない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

当室から公表する中長期的な展望は政府のマクロ経済目標
及び国・地方の財政健全化目標の進捗状況等を点検するこ
とに活用されており、また、経済財政諮問会議における中長
期的な経済財政政策の議論や検討の際のベースとなってい
るなど、優先度の高い事業である。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

調査業務は一般競争入札によって受注者を決定、公平な競
争性の確保に努めている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

令和３年度補正予算事業については、経済財政諮問会議に
おいて関連する議論が継続的に行われるなど、補正予算成
立（令和３年12月）後も、外部有識者の知見を得つつ、さらに
充実した調査設計を行う必要が生じた。その結果、データの
取得、調査内容の拡充など事業実施手法の変更、実施期間
の延長を余儀なくされる状況となり年度内の完了が困難と
なったため。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
調査業務について、その内容を真に必要なものに限定すると
ともに、一般競争入札を行うことでコストの最小化に努めてい
る。

調査業務の内容は、推計作業の信頼性・効率性を向上させる
ため、計量モデルを整備したもの。調査業務に当たっては、
内容を真に必要なものに絞るとともに、一般競争入札を行うこ
とでコストの最小化に努めている。

令和３年度補正予算事業について、補正予算成立（令和３年
12月）後に、外部有識者からの指摘を受け、次年度への繰越
を含め事業実施時期を後倒しするとともに、調査手法を変更
したこと等のため。

調査業務を行うに当たって適切に積算を行い、コストの適正
化に努めている。

-

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

当該事業は我が国の中長期の経済財政政策の議論・検討に
資するものであり、関連の基礎データを公表することで、議
論・検討の透明性を確保すべきという社会のニーズに応える
ものである。また、民間シンクタンクや地方自治体、IMF等の
国際機関などから多く参照されているなど非常にニーズの高
い事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 -

施策 -

政策評価書
URL

-

該当箇所 -

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

-

該当箇所 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
ウェブアクセスログ解析

154.3 63.2 - -

3,685 5,687 3,593 - -

目標値 件 4,343 3,685 5,687

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

「中長期の経済財政に関す
る試算」のホームページア
クセス件数を対前年度並以
上にすることを目標とする

「中長期試算」ホームペー
ジアクセス件数
（※アクセス件数はサーバ
に直接アクセスされた場合
のログを月ごとに集計した
数値であり、閲覧人数では
ない）
（成果実績）÷（目標値）＝
（達成度）（小数点第二位以
下四捨五入）

成果実績 件

- -

達成度 ％ 84.8

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
主要全国紙５紙



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度 2021 府 20 0171

令和2年度 内閣府 0157

平成30年度 142

令和元年度 内閣府 0153

平成28年度 130

平成29年度 135

平成26年度 125

平成27年度 137

平成24年度 41

平成25年度 129

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 27

当室から公表する中長期的な展望は、政府のマクロ経済目
標及び国・地方の財政健全化目標の進捗状況等を点検する
ことに活用されており、また、経済財政諮問会議における中
長期的な経済財政政策の議論や検討の際のベースとなって
いる。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

ホームページのアクセス件数は、経済変動の大きかった前年
度を下回ったものの前々年度並みとなり、また、記事につい
ては、主要全国紙５紙全てに掲載された。加えて他のメディア
（共同通信、時事通信等）や民間のレポート等にも取り上げら
れ、国民に広く周知された。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
令和３年度においては、７月及び１月に「中長期の経済財政
に関する試算」を公表している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

内閣府
1百万円

（令和３年度）

【一般競争（最低価格）】
計量分析

一般関連業務

Ａ．株式会社トラスパイア
0.9百万円

「中長期の経済財政に関する試算」に関するシステム開発業務

Ｂ．株式会社エァクレーレン
0.1百万円

【随意契約（少額）】

事務費

0.0百万円

諸謝金

「中長期の経済財政に関する試算」の英訳版ネイティブチェック



支出先上位１０者リスト

A.

B

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社エァクレー
レン

4010401004009
「中長期の経済財政に関す
る試算」の英訳版ネイティブ
チェック

0.1
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

株式会社トラスパイ
ア

6011001037438
「中長期の経済財政に関す
る試算」に関するシステム
開発業務

0.9
一般競争契約
（最低価格）

5 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

計 0.1

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
「中長期の経済財政に関する試算」に関する
システム開発業務

0.9 雑役務費
「中長期の経済財政に関する試算」の英訳版
ネイティブチェック

0.1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社トラスパイア B.株式会社エァクレーレン

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0.9


	補正予算レビューシート

